
第５８回道州制特区提案検討委員会次第

日時 平成25年12月17日（火）15:00～17:00

場所 第２水産ビル ３階 ３Ｇ会議室

１ 開 会

２ 議 事

（１）国から地方への事務・権限の移譲等について

（２）道民アイデアの第１次整理について〈経済振興分野〉

・産業振興支援策の道への移譲

（３）分野別審議について

・広域観光圏の指定権限の移譲

・自治体内を運行区域とする乗合タクシー等の許可権限の移譲

・建築基準法に基づく構造方法等の認定権限の移譲

（４）整理案について

・北海道議会議員選挙における選挙区の設定権限の移譲

（５）その他

３ 閉 会

【配付資料】

資料１ 道民アイデア等の審議状況

資料２－１ 国から地方への事務・権限の移譲等に係る経過について

資料２－２ 第１１回地方分権改革有識者会議配布資料(抜粋)

資料３ 道民アイデアの実現手法等に関する整理一覧表（産業振興支援策の道への移譲）

資料４ 広域観光圏の指定権限の移譲

資料５ 自治体内を運行区域とする乗合タクシー等の許可権限の移譲

資料６ 建築基準法に基づく構造方法等の認定権限の移譲

資料７ 整理案（北海道議会議員選挙における選挙区の設定権限の移譲）

参考資料１ 新事業展開の成果事例集（H24.3.13付け北海道経済産業局発表資料）



席上配布資料

第５７回道州制特区提案検討委員会の審議結果概要について

■開催日時：平成２５年１１月１２日（火）１４：００～１６：００

■開催場所：道庁赤れんが庁舎 ２階 １号会議室

■道州制特区推進条例に基づく手続き（委員改選後、初回のため）

正副会長選任

◯同条例第７条に基づき、委員の互選により河西委員を会長に選任

◯副会長の指名を会長一任とした結果、菊池委員を副会長に選任

知事からの諮問

◯同条例第５条に基づき、知事からの諮問書を河西副会長に手交

■審議結果概要

議事（１）道州制特区の概要について

◯事務局からの説明後、質疑応答・意見交換等を行い、委員間で道州制特区制度につい

て情報共有

議事（２）前期委員会からの申し送り事項について

◯事務局からの説明後、質疑応答・意見交換等を行い、委員間で前期委員会からの申し

送り事項について情報共有

※委員改選後、最初の開催であったことから、提案検討に係る実質審議は行わなかった



道民アイデア等の審議状況

審 議 状 況 (※第 57 回委員会は委員改選に伴う引継ぎのため､実質審議を行わなかった｡)
区 分 審 議 事 項

№ ４９回 ５０回 ５１回 ５２回 ５３回 ５４回 ５５回 ５６回 ５８回

１ 第３種旅行業者の募集型企画旅行実施区域を定める権限の移譲 1次整理→ 分 野 別 審 議 整理案･保留 → 国の方 修正整理案了 答 申 案 了 →
針案が

２ 広域観光圏の指定権限の移譲 1次整理→ 分野別･保留 → → → 見えた → → 分野別審議
ため保

道民アイデア ３ 産業振興支援策の道への移譲 1次整･保留 留解除 → → 1 次整理

(H21年度～H23年度) ４ 自治体内を運行区域とする乗合タクシー等の許可権限の移譲 1次整理→ → → 分野別審議

５ 建築基準法に基づく構造方法等の認定権限の移譲 1次整理→ 分野別審議 分野別審議 分野別審議

６ 北海道議会議員選挙における選挙区の設定権限の移譲 1次整理→ 分野別審議 分野別審議了 整 理 案

７ 商工会議所法に基づく定款変更の認可事務の一元化 → 整 理 案 了 答 申 案 了 →

８ 指定医療機関の指定と類似の事務 庁内で 庁内で 国の動 → 国の方 → → →
移譲済み４事 検討中 の検討 向を見 針案が
務関連項目等 ９ 調理師養成施設の指定と類似事務（栄養士養成施設の指定事務） である ・ 調 整 極める → 見えた → → →

こ と を 状況を ため検 ため保
10 総合衛生管理製造過程（ＨＡＣＣＰ）の承認監視指導等の権限 報告 報告 討保留 → 留解除 → → →

11 鳥獣保護法に係る危険猟法と類似の事務 → 分野別審議了 一旦検討終了

【今後の審議予定事項】

◯道民アイデア（平成２４年度分）の第１次整理

～平成２４年度中に道（事務局）に寄せられた２１項目の道民アイデアについて審議

◯関連する事務・権限の移譲の可否等の検討・調整を要する事務・権限

～国から地方への報告聴取・立入検査等に限った移譲について許認可・措置命令等の関連する事務・権限を併せて移譲するよう特区提案できないか審議

資料１



国から地方への事務・権限の移譲等に係る経過について

平成２５年３月８日 内閣に「地方分権改革推進本部」を設置【閣議決定】
第１回地方分権改革推進本部を開催

○安倍本部長（内閣総理大臣）指示
→国から地方への事務・権限の移譲等を推進していく必要がある

○地方分権改革担当大臣の下に有識者会議の設置を検討

平成２５年４月５日 地方分権改革担当大臣の下に「地方分権改革有識者会議」を設置
【大臣決定】

平成２５年４月 12 日 第１回地方分権改革有識者会議を開催
○国の事務・権限を移譲する際の当面の受け皿を都道府県と想定す
ることで一致

○国から移譲する事務・権限の対象については本年夏頃までに一定
の結論を出す方針を決定

平成２５年４月 26 日 第２回地方分権改革有識者会議を開催
○今後の地方分権改革のあり方を検討
○座長提言案～更なる地方に対する規制緩和[義務付け・枠付けの

見直し]と権限移譲

平成２５年５月 15 日 第３回地方分権改革有識者会議を開催
○今後の地方分権改革のあり方について提言をとりまとめ
○同有識者会議の下に専門部会の設置を決定【座長決定】

○国から地方への事務・権限の移譲等に関する各府省の回答につい
て報告

平成２５年５月 28 日 第２回地方分権改革推進本部を開催
○有識者会議がとりまとめた今後の地方分権改革のあり方について
了承

○国から地方への事務・権限の移譲等に関する各府省の回答につい
て報告、今後精査を行い、有識者会議や専門部会の議論を経た上
で、移譲対象の事務・権限について、同本部において今夏頃を目
途に一定の結論を出すことを確認

平成２５年５月 28 日 内閣府から全国知事会に対して、国から地方への事務・権限の移譲
等に係る（各府省の回答に対する）地方側の意見を照会

平成２５年６月 27 日 全国知事会が都道府県の意見等をとりまとめ、内閣府に対して、
各府省の検討結果に対する地方側の意見を回答

平成２５年８月 29 日 第４回地方分権改革有識者会議を開催
◯国から地方公共団体への事務・権限の移譲等に関する当面の方針
案について検討

平成２５年９月 13 日 第３回地方分権改革推進本部を開催
◯有識者会議で検討した「国から地方公共団体への事務・権限の
移譲等に関する当面の方針について」を案のとおり決定

平成２５年 12 月 10 日 第１１回地方分権改革有識者会議を開催
◯事務・権限の移譲等に関する見直し方針案について検討

資料２－１














